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村合併が行われている。明治の近代的地方自治制度である「市制町村制」は、約 300 戸～500 戸を標
準規模に自治体の単位とされている。戸数の規模は、教育や戸籍の事務処理等を考慮しての単位であ
る。この戸数規模の整理によって、町村数は 71,314 から 15,859 となり、約 5 分の 1 となった。次の



































































表 2-1 農業地類別の人口の推移と高齢化率 
 






日本全国で集落の農家数が減少している。2000 年から 2010 年の 10 年間で 1 集
落当たり平均農家数は約 2 割減少した1。そして、2010 年の平均農家数は 18 戸で
ある。農業地類別では、都市的地域 18 戸、平地農業地域 22 戸、中間農業地域 17











































図 2-2 農業地類別混住化の推移 























































































近年の旧長谷村の就労者（平成 17 年）は、第一次産業就労者が約 1 割、第二次
産業就労者が４割、第三次産業就労者が５割である。農家総数は 146 戸であるが、
大半は自給的農家であり、専業農家数は 19 戸である。工業事業所数は 11 箇所、
従業員 109 名（製造品出荷額 165,918 万円）、商業は店舗数 23 店舗、従業員
は 68 名（商品販売額は 58,610 万円）である2。 
第４項 人口・世帯、家族構成の変化（図 2-6） 
１）人口・世帯数の変化 
旧長谷村は、昭和の合併によって伊那里村と美和村が合併してできた自治体
（1959 年合併）である。合併当時旧長谷村の人口は約 6 千人、世帯数は 1 千世帯
であった。 
戦後、若者を中心とする都市部への人口流出が続き、村の人口は減少した。特に
人口の減少が激しかった時期は合併した 1959 年（昭和 34 年）から 1970 年（昭和








1960 年代の家族構成員数は平均４～５人であったが、現在では 3 人を切ってい
る（図 2-6）。員数の減少は中山間地域に限ったことではないが、集落機能により資
源管理を行っている農山村社会では影響が大きい。 








注：特別養護老人ホームの世帯数は 1 世帯として計算 








明治 8 年の合併で長谷村と河合村の 2 村となる。この 2 村は、明治 9 年に長野
県に編入され、明治 14 年には 7 村に分かれる。さらに、7 村は明治 22 年に統





















図 2-7 長谷村の成り立ち 







表 2-4 旧長谷村の人口と世帯の減少率（昭和 45 年＝１） 















































































































































の構成員は高齢化している。「表 2-5」に 2012 年の男女別の世帯主平均年齢と人員
数を示す。特徴は 2 点である。１つは、世帯主年齢の高齢化である。「F」集落以外
は世帯主平均年齢は 60 歳を超えている。最高は「D」集落の 73.15 歳、次いで「H」






































表 2-6 「C」集落の「組」自治区の世帯主年代 
 
注：「集落計」の女性数は内数 












旧長谷村は、1960 年（昭和 35 年）には、就業総数の約８割が農林業従事者であ
った。しかし、高度経済成長による産業構造の変化から次世代が農林業を継続する
ことはなかった。そして、10 年後の 1970 年（昭和 45 年）には、農林業従事者は




表 2-7 旧長谷村の農・林業従事者の推移 
 
注：昭和 35 年～平成 2 年までは長谷村誌、平成 17 年は国勢調査 
資料：長谷村「長谷村誌」より筆者作成 
 
















② 自家労力は男性 0.5 人、女性 0.8 人が必要であった。 
③ 農業労働を補うものとして小型耕耘機、田植え機が使用された。 
































































































であった。「分からない」「無回答」も少なくなく、合わせる 3 割を超えていた。 
 
 













































































































































旧長谷村の 15 歳以上の就業者の 36％が長谷地区以外に通勤している（表 2-12）。 
 
表 2-13 長谷村の従業地による 15 歳以上就業者数 
 
資料：国勢調査「従業地・通学地による常住市区町村，男女別 15 歳以上就業者数





















































































































                                                   
1 農林水産省「平成 22 年度 食料・農業・農村白書」 
2 長谷村資料（2005 年度） 
3  農林水産省「限界集落における集落機能の実態等に関する調査」2006 























①対象者：旧長谷村に住む 65歳以上で質問紙調査記入可能な男女 539名 
②標本抽出方法：65歳以上男女質問紙記入可能者を長谷地域老人会の役員を通して
抽出 
③期間：平成 19年 8月 1日~ 8月 17日 
④方法：郵送法 
⑤配布数、回収結果：配布数 539、回収件数 292、回収率 54.2%、回答者男性平均年齢









①対象者：旧長谷村の 65歳以上の高齢者 73名 
②期間と回数：平成 20年 4月 17日~平成 24年 8月 30日、7回実施。 
 
第２節 高齢者の世帯と交通手段 
第１項 高齢者の世帯（図 3-1） 
アンケート調査では、男性は、「夫婦二人世帯」の割合が最も高く、次いで「親子 2 世
帯」である。女性は、「親子 2 世帯」「夫婦二人世帯」の順である。また、3 世帯で暮らす





図 3-1 高齢者の世帯 
資料：筆者作成 
 
















図 3-2 高齢者の交通手段（複数回答）、ｎ=157 
資料：筆者作成 
 
第３項 高齢者の外出頻度（図 3-3） 
























ると、村全体ではの平均年齢は 75.85 歳、各集落の最高齢の平均年齢は 82.63 歳である。
90歳以上の運転者はいなかった。 
女性は、運転免許取得率が低いため集落単位では平均値が出せなかったので、村全体で

















第１項 近隣の親しい人の数（図 3-4） 





図 3-4 近所の親しい人（家族以外）の数 
資料：筆者作成 
 
第２項 会話や電話で交流する回数（図 3-5） 
男性の 7割、女性の 8割が、週に 1回以上の交流回数を持っていた。逆に言えば、男性




図 3-5 近所の親しい人との交流頻度 
資料：筆者作成 
 







図 3-6 近所での手助け（家族以外） 
資料：筆者作成 
 
































































表 3-3 性別 2分類の ADLと QOLの得点 
 
































































































































































































































































































































































                                                   
1 Havighurstによる発達課題（developmental task）の定義（守屋国光「生涯発達論」2005） 









年社会科学 4 ; 142-154， 1982 
4 古谷野亘「社会老年学における QOL研究の現状と課題」『保健医療科学』2004，国立保健医療科学院，
第 53巻，第 3号，p204-208 
5  新宿区高田の馬場町内会にてアンケート調査を実施（2006年） 
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獣被害対策 56%、景観（土手の草刈り）31%、運営費 13%である（表 4-2）。 
 



























































































































































































































































































































































































宮産業を設立（2006 年）する。大宮集落は 140 軒ほどの集落であるが、内 108 軒が出資

































































































三次市は、2004年（平成 16年）に君田村 、布野村、作木村、吉舎町 、三良坂町、三
和町 、甲奴町の 1 市 3 町、3 村が合併して、現在の三次市となった（図 5-5）。現三次市











図 5-5 三次市 
資料 Mapion 
 































図 5-6 賃貸住宅           図 5-7 古民家再生の賃貸住宅 































































かつて小田地区の人口は 1,484 人、世帯数 300 戸（1950）であったが、現在の人口は
589人、世帯数 210世帯、高齢化率は 42%である。 
 
 















































































































の他に、高齢者専用住宅、集会場、福祉施設などが建てられた（図 5-11、図 5-12）。 
 
 








































































































































































2  三次市青河自治振興会資料（2013年） 
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等が行ったアンケート（質問紙）調査結果を使用する。2013 年 6 月 6 日（木）郵送にて
発送、6月 21日（金）締切り、郵送にて返送。回収件数 513件、回収率 51.3%。 
２）「道の駅」の来客者アンケート調査 
長野県伊那市「道の駅」にて筆者実施、2009 年 10 月（回収件数 341 件）、2012 年 5
月（回収件数 343件）、来客者に直接配布、直接回収。 
３）「道の駅」来客者への聞取り調査 
長野県伊那市「道の駅」にて筆者実施。2010 年 4 月、2011 年 10 月、2012 年 5 月の 3
回にわたり来客者への聞取り調査実施（総件数 45件）。 
４）中山間地域の「道の駅」と農作物直売所・加工所のヒアリング調査 








④ ヒアリング内容：質問したのはは「表 6-1」に示す 14項目である。 
 




























































注：平成 24年度は 3月 26日現在の数 



























































販売」92.2%が最も高く、次いで「雇用の場」55.1%であった（図 6-5）。その認識に 2 分



























た 12の併設・隣接施設施設（①農水産物直売所 ②体験施設 ③飲食施設 ④入浴施設、




２分類においての差は、カイ 2乗検定で「宿泊施設」(χ2 (1)=9.44, p<0.01)、「郵便局」
















図 6-8 中山間地域の「道の駅」の立地（複数回答） 
資料：山本（2014）4 
 


































































迷」である（図 6-15）。２分類の差をみると、「生産者農家の高齢化」(χ2 (1)=6.47, p<.005) 、





























































てみた。関東地方が最も多く高く平均 54 万 5 千人、次いで北海道 44 万 3 千人、九州 36
万 1 千人である。一方、集客数が少なかったのは東北地方 19 万 6 千人、次いで四国地方
24万 3千人であった（図 6-19）。 
東北地方の集客数が一番低くなっているのは東日本大震災の影響と考えられる。検証す
るために、全ての地方区分の平成 22年度と平成 24年度の集客数の差を求めた。東北地方
は、平成 22年度の平均集客数と平成 24年度の集客数の差が 1万 6千人の集客数の減少に






図 6-19 地方別平均集客数（平成 24年度） 
 
表 6-4 平成 22年度と平成 24年度の集客数の差 











図 6-20 「道の駅」の人気第一位のメニュー 
資料：筆者作成 
 
次に、人気メニューの平均単価を中山間地域と平地の 2 分類別に見たのが「表 6-5」で
ある。平均単価は中山間地域のほうが若干高くなっていた。 
 











































































































表 6-7 「道の駅」の課題と対応策 
 
 



















































































































小さい。組合員数はピーク時で 100 名であったが、現在は 85 名である（図 6-25）。しか




図 6-25 生産者農家組合の寄合（総会） 
 
この「道の駅」の農作物出荷品数と金額と客数を見ると、2006 年（平成 18 年）以降、

















































































































                                                   
1 地域活性化センター「「道の駅」を拠点とした地域活性化」2012 












第１節 課題・研究枠組み  




































































































図 7-2 ネットワークの広域化 
資料：筆者作成 
 




































































































































































































る者は 70代と 80代が 6割、60代 50％、50代が 40％であった（図 7-4）。 
 
 




























































































































まなざし』第 1 章, 文化書房博文社 
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長谷村誌刊行委員会（1994）『長谷村誌』1 巻～5 巻 長野県長谷村 
長谷村村誌刊行委員会（2006）『長谷村閉村誌』長野県長谷村 
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